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［［要要旨旨］］  

フランスと並んでヨーロッパの歴史人口学・家族史研究を終始牽引してきたイギリスに限っていえ

ば, 前世紀末期に研究成果は頂点に達し, 課題は解決され尽したかに見える。早くから歴史人口学研

究の専門機関が設置され, 具体的な課題を系統的に究明し続けた結果, 2 つの傑出した研究成果を公

刊することができたからである。人口・家族から見た一国全体の歴史像を描くという構想が実現した

のである。しかし, 残された課題も少なくない。この地域の人口・家族史研究は, 前世紀末までに蓄

積されてきた大きな成果を土台に, 史料, 統計制度, 部門別労働力分布, 疾病, 医療, 死亡, 人口移

動, 工業化・都市化の進展による環境悪化と公衆衛生をはじめ, 現在新たな課題を開拓する出発点に

立っている。21 世紀初頭までに明らかにされてきたイギリスにおける出生, 結婚と家族形成, 移動, 

死亡に関する研究成果を概観し, 今後の課題を展望することが本稿の目的である。   

    

キキーーワワーードド 教区登録簿, 家族復元法, センサス, 遡及推計（逆進生残率法）, ヨーロッパ型結婚 

パターン, 国際人口移動 

 
 
ははじじめめにに    

半世紀以上前に事実上自律的な領域として確

立した歴史人口学研究のこれまでの成果を回顧

したアンソロジー『歴史人口学の世界史 ― 学際

研究の半世紀』(1) が 2016 年に刊行され, イギリ

スに関する限り解決すべき諸課題はほぼ達成さ

れたとさえいわれている。他方, イギリス全体の

出生力解明は別としても, 史料, 統計制度, 部

門別労働力分布(2), 疾病, 死亡, 医療, 人口移

動, 工業化・都市化の進展による環境悪化と公衆

衛生をめぐる問題をはじめ, 今後取り組むべき

課題が明らかになりつつある。 

歴史人口学が人口学の一分野から自律した領

域として登場するきっかけの一つとなったのは, 

1960年にストックホルムで開催された第11回歴

史科学国際会議におけるフランス国立人口学研

究所のルイ・アンリ（Louis Henry）による講演

「歴史的人口研究の最近における発展」であろう。

この講演の衝撃は大きく, 史料・問題意識・研究

体制充実の程度に大きな差があったにもかかわ

らず, 独立した領域としての歴史人口学が多く

の国々で呱呱の声をあげたのである(Sogner 
2016) 。この学会から半世紀を経過した 2010 年

にアムステルダムで開催された第 21 回歴史科学

国際会議の歴史人口学国際委員会において, 歴

史人口学の生誕から半世紀間の世界各国におけ

る研究成果と課題を俯瞰するアンソロジーを編

むべきであるとする提案がなされ, 各国の指導

的研究者が要請に応じた。寄稿者は 51 名, 対象 

 

 

とされた国はサハラ以南のアフリカ諸国, ラテ

ンアメリカ諸国, アメリカ合衆国, カナダ, ア

ジア（日本・韓国・中国・インド）, 東西南北ヨ

ーロッパ, オーストラリア, アイスランドをは

じめ 37 か国に上っている(Fauve-Chamoux, A. 
et al. 2016 , 安元 2017)。本稿の目的は人口・家

族史研究の最近 20 年間における研究成果をヨー

ロッパ英語圏のイギリスを中心に回顧し, 今後

切開かれるべき道を探ることである。 
   

１１..  出出生生    

イギリスにおける歴史人口学研究の最近半世

紀にわたる足跡を回顧したキットソン(2016) は,
「イングランドとウェールズの歴史人口学研究

は,解決すべき諸課題を最早残していないと思わ

れるほど成功し過ぎてきた」（訳）と述べている。

特に出生力については彼の指摘は正鵠を射てい

るであろう。マンマスシャー（Monmouthshire）, 
ロンドンを除くイングランド各地の 404 教区（教

区総数約 1 万 141 の 4%）の洗礼・結婚・埋葬の

集計値と 1871 年センサスの情報に遡及推計法

（back projection) （逆進生残率法）を適用して

1539 年から 1836 年までのほぼ 300 年にわたる

出生・結婚・死亡の全国集計値・総人口を算出し, 
更に記載内容の信憑性が最も高い 26 の教区登録

簿に記録された洗礼・結婚・埋葬に関する情報を

加工して 16 世紀後半以降の動態統計を復元した 
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表表 11  イインンググラランンドドのの年年齢齢別別有有配配偶偶出出生生力力（（女女子子のの結結婚婚継継続続期期間間累累計計  ‰‰,,  11666600～～11881199 年年））  

年齢 

年次     20～24     25～29     30～34     35～39     40～44     45～49  

1660～1709 (1)     329.1      334.6      297.7      228.6      110.0  23.6    

1770～1819 (2)     367.1      353.5      292.4      245.5      145.0  18.9 

(3) = (2) / (1)       1.12       1.06       0.98       1.07       1.32   0.80 

資料：Wrigley 1998, p.455, Table 7 より筆者作成。

 

家族復元法（family reconstitution）分析の集

大成であるケンブリッジ・グループ(Cambridge 
Group for the History of Population and Social 
Structure)の 2 つの成果は, 研究史上特筆すべ

きものである(3)。これらの研究成果については, 

既に別の機会に解説しておいた(安元 2019)。詳

細はそれに譲るとして, ここでは後者, 家族復

元法分析について, 1 点だけ付け加えておきたい。 

家族復元法分析によって, 出生間隔から推計

する受胎能力・妊孕力（fecundity）および両者

によって決定される有配偶出生力に関する情報

を得ることができる。子供の出生数・順位や家族

規模によって人為的に制御されない「自然出生力」

を前提した場合, 有配偶出生力の水準は妊孕出

生力, 結婚直後の妊孕力, その後女性の妊孕能

力が失われるまでの期間における妊孕力によっ

て決定される。家族復元法分析によって算出した

出生間隔から, 有配偶妊孕出生力, 結婚直後の

妊孕力およびその後の妊孕力を算出し, 有配偶

出生力の変化にとってそれぞれの指標の変化が

どの程度の重要性を持ったかを秤量することが

できる。18 世紀中期以降のイングランドにおけ

る有配偶出生力の変化にとって最も重要な要因

は, 第 3 の変数, すなわち, 結婚後妊孕能力喪

失までの期間における妊孕力水準の変化であっ

た(Wrigley 1998)。表 11 に示すように, 18 世紀

後半から 19 世紀初頭における有配偶出生力は, 

比較的高年齢（35～39 歳および 40～44 歳)の女

性の間でも相対的に高くなっている。 

家族復元法分析については, 方法の限界と可

能性を指摘したニュートンによる論稿がある

(Newton 2011a)。同じ著者がロンドンの教区登

録簿を用いて都市人口の家族復元法分析と移

動・教区教会の地理的境界の変更, 対象人口の変

動の問題を解決する方法を検討している

(Newton 2011b, 2013)。これらは最も新しい家

族復元法分析活用の試みである。上述のような資

料・方法で全国の出生力水準を推計する試みとは

別の角度から出生力の具体的内容に迫る分析が

ある。18 世紀後半から 19 世紀前半に至る産業革

命期の出生力上昇の内容を解明する手掛かりと

して, 産科医による延べ 490 件の症例記録から

出産の実態を分析し, 死産・流産・早産・胎児死 

 

亡・新生児死亡・乳児死亡・妊産婦死亡・産褥熱

死亡をはじめ周産期の母子がこうむるリスクを

回避して上昇する出生力の高さの含意を分析し

たものである(安元 2019, Lloyd 2005)。産科医

症例記録以外にも主要な都市には設置されてい

た産院の記録を収集し, 系統的に分析すること

によってイギリス産業革命期における出生力の

実態に迫ることが期待される(Woods 2009)。  

  

22..  結結婚婚とと家家族族形形成成  
22..11  ママルルササスス,,  ヘヘイイナナルル,,  ケケンンブブリリッッジジ・・ググルル  

ーーププ説説ととそそのの批批判判  
ヨーロッパにおける結婚, 家族・世帯形成が人

口増加率を決定する重要な変数であることに早

くから注目したのはマルサス（Thomas Robert 
Malthus）である。マルサスによれば, 結婚年齢, 

妊娠可能年齢にある女子の有配偶率, あるいは

50 歳までの生涯独身率の変化を通じて出生率や

人口増加率が制御される(Malthus 1798)。人類

学者のマクファーレンがこの点を強調し, 「マル

サス的結婚制度」として, イングランドに関す

る限り人口変動を構成する変数のうち結婚が人

口増加率を決定する重要な変数であったと指摘

している(Macfarlane 1986)。マルサスが人口原

理の分析を進める際に前提していた結婚制度は, 

当時の非ヨーロッパ社会のそれとは違って, 多

かれ少なかれ両性の自由意思に基づいて結婚の

時期と相手を選択し, 夫と妻の立場が比較的平

等な一夫一婦制であったという。当時のヨーロッ

パでは「自然出生力」が支配的であり, 結婚年齢

と妊娠可能年齢にある女性の有配偶率の変化が

出生力や人口増加率を大きく左右していたとさ

れたのである。 

近世・近代のイギリス, あるいは広く北西ヨー

ロッパにおける「マルサス的結婚制度」の存在を

前提として, ヘイナルの「ヨーロッパ型結婚パタ

ーン」（European Marriage Pattern）仮説が登

場した(Hajnal 1965)。イギリスの人口学者・統

計学者・数学者ヘイナルが「大まかにいって, レ

ニングラード（Leningrad）からトリエステ

（Trieste）を結ぶ線から西に位置するヨーロッ

パの全域に「ヨーロッパ型結婚パターン」が広が

っていた」(訳)と述べ，前工業化期の北西ヨーロ

 

ッパにおいては単婚小家族が支配的であったと

主張するまで, 人口学者や歴史家は前工業化社

会における大家族制度（合同・複合家族 = joint 
family、直系家族 = stem family 等）の存在を疑

わず, 単婚小家族制度は近代化の過程で生まれ

たものであると考えていた。更に, ケンブリッ

ジ・グループのラスレットとウォールが住民調査

史料に基づいて算出した 16 世紀から 19 世紀に

至る期間の使用人・奉公人（servants）を含む平

均世帯規模が小規模（平均 4.75 人）であること

を実証した(Laslett and Wall 1972)。その後ハン

メルとともにラスレットがヨーロッパに固有の

家族・世帯の類型を親族関係に基づいて提示して

以来, 前工業化期北西ヨーロッパの家族・世帯制

度が大家族制度ではなかったとする見解が通説

として定着した(Hammel and Laslett 1974)。 

ヘイナルはその後自説を展開し, 前工業化時

代には 2 種類の世帯形成システムがあり, 1 つは

フィンランドを除くスカンディナヴィア諸国・イ

ギリス・低地地方・ドイツ語圏・北フランスに支

配的な北西ヨーロッパ型であり, 他はそれ以外

の地域に見られるものであるとした。使用人・奉

公人を含む単婚小家族世帯の形成に共通の特徴

は, 男女ともに晩婚（男子の平均初婚年齢は 26
歳，女子のそれは 23 歳を超える）であることで

ある。この類型では, 結婚後に両親から別居した

夫婦が世帯の経済的維持に責任を持ち, 夫が世

帯主となる。多くの場合, 彼らは結婚以前に他の

世帯に使用人・奉公人として入り, 結婚のための

資金を蓄える(Kussmaul 1990)。 

他の地域に見られる世帯形成システム（例えば,

互いに親族関係にある複数の夫婦からなる合

同・複合世帯）の特徴は早婚であり, 男子は平均

26 歳以下, 女子は 21 歳以下で結婚する。新婚夫

婦は生計に責任を持つことが少なく, 上位世代

の夫婦が家計の責任を持つ世帯, あるいは寡

婦・寡夫等, 上位世代の人々（無配偶）が世帯主

である世帯の一員となる。通常は新婚の妻が夫の

世帯に入るのである。複数の数世代の夫婦からな

る世帯はいずれ分家して別の世帯を形成するが,

その場合でも新たに形成された世帯は, 多くの

場合, 複数の夫婦単位からなる合同・複合家族で

ある(Hajnal 1982)。ヘイナルは, 単婚小家族形

態は少なくとも 1500 年以降に支配的になったと

している。結婚年齢の高さと皆婚（universal 
marriage）の欠如を特徴とする「ヨーロッパ型

結婚パターン」の定式化は, 結婚と経済発展に関

する理論的説明に重要な影響を与えた。結婚年齢

の高さ, 短距離人口移動, 新婚夫婦が自身の家

計の責任を負うとする仮説は, イギリス社会を

理解するための重要な意味を含んでいた。更に, 

拡大家族あるいは血縁関係が相対的に弱かった

という事実は, 前工業化期イギリス社会の個

人・集団の性格に焦点を当てることになった

(Kitson 2016)。 

ヘイナル, ケンブリッジ・グループを中心に提

唱されてきたヨーロッパ近代家族の固有性に関

する仮説に対しては, 現実妥当性や類型の論理

的整合性に関して, 家族社会学者・人類学者・歴

史家・歴史人口学者からする批判が相次いだ。人

類学者のグーディ (1983, 1996） ,スキナー 

(1997）, あるいはヨーロッパにおける家族制度

を絶対核家族（Nucléaire absolu）・平等主義核

家族（Nucléaire égalitaire）・直系家族（La 
famille Souche ） ・ 共 同 体 核 家 族

（Communautaire）に分類し直したトッド

(1990)の批判は中でも注目すべきものである。 

トッドはその後, 新著『家族システムの起源』

において, 特定時点の固定的な類型ではなく, 

家族制度の歴史的可変性を強調した。ヨーロッパ

の基本的家族形態である単婚小家族形態は例外

的に近代まで生き残ったのであり, その社会

的・経済的な含意について強く主張している。新

著では, 家族形態の発展サイクル, 内発性と導

入形態, 相続, 複合世帯における父方居住･母方

居住・双居居住の別（近接世帯間の関係）を考慮

し, この問題に関する従来の仮説よりもはるか

に複雑な家族制度の解明に迫っている(Todd 
2011)。大部の人口統計を収録した『ヨーロッパ

の人口 1850～1945 年』の編者の１人もヨーロ

ッパにおける生涯独身率と結婚年齢の組み合わ

せの時間的・地域的偏差は複雑であり, ヘイナル

仮説はあくまでも近世･近代のヨーロッパと非ヨ

ーロッパ地域における家族・結婚形態に関するご

く大まかな類型と考えるべきであるとしている

(Flora, et al. 2002)。 

「マルサス的結婚制度」とそこから派生する出

生･人口再生産および死亡に関する影響力の強い

諸仮説に対する最も厳しい批判と修正は, ヨー

ロッパとアジアの歴史人口学者によって 1994 年

に設立された「ユーラシア人口･家族史研究プロ

ジェクト」（Eurasia Population and Family 
History Project, EAP）が現在までに公刊した研

究成果に見ることができる。このプロジェクトが

目指すのは, 従来の仮説が定式化したヨーロッ

パとアジアにおける結婚形態・世帯形成システ

ム・家族制度に関する以下のような単純な 2 分法

を再検討することである。すなわち, 晩婚／早婚, 

高い生涯独身率／皆婚, 結婚後における独立世

帯の形成／両親世帯との共住, 個人の意思決定

による結婚／共同体関係の優先, 女子および子

供の相対的自立／強力な父権, あるいは結婚を
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表表 11  イインンググラランンドドのの年年齢齢別別有有配配偶偶出出生生力力（（女女子子のの結結婚婚継継続続期期間間累累計計  ‰‰,,  11666600～～11881199 年年））  

年齢 

年次     20～24     25～29     30～34     35～39     40～44     45～49  

1660～1709 (1)     329.1      334.6      297.7      228.6      110.0  23.6    

1770～1819 (2)     367.1      353.5      292.4      245.5      145.0  18.9 

(3) = (2) / (1)       1.12       1.06       0.98       1.07       1.32   0.80 

資料：Wrigley 1998, p.455, Table 7 より筆者作成。

 

家族復元法（family reconstitution）分析の集

大成であるケンブリッジ・グループ(Cambridge 
Group for the History of Population and Social 
Structure)の 2 つの成果は, 研究史上特筆すべ

きものである(3)。これらの研究成果については, 

既に別の機会に解説しておいた(安元 2019)。詳

細はそれに譲るとして, ここでは後者, 家族復

元法分析について, 1 点だけ付け加えておきたい。 

家族復元法分析によって, 出生間隔から推計

する受胎能力・妊孕力（fecundity）および両者

によって決定される有配偶出生力に関する情報

を得ることができる。子供の出生数・順位や家族

規模によって人為的に制御されない「自然出生力」

を前提した場合, 有配偶出生力の水準は妊孕出

生力, 結婚直後の妊孕力, その後女性の妊孕能

力が失われるまでの期間における妊孕力によっ

て決定される。家族復元法分析によって算出した

出生間隔から, 有配偶妊孕出生力, 結婚直後の

妊孕力およびその後の妊孕力を算出し, 有配偶

出生力の変化にとってそれぞれの指標の変化が

どの程度の重要性を持ったかを秤量することが

できる。18 世紀中期以降のイングランドにおけ

る有配偶出生力の変化にとって最も重要な要因

は, 第 3 の変数, すなわち, 結婚後妊孕能力喪

失までの期間における妊孕力水準の変化であっ

た(Wrigley 1998)。表 11 に示すように, 18 世紀

後半から 19 世紀初頭における有配偶出生力は, 

比較的高年齢（35～39 歳および 40～44 歳)の女

性の間でも相対的に高くなっている。 

家族復元法分析については, 方法の限界と可

能性を指摘したニュートンによる論稿がある

(Newton 2011a)。同じ著者がロンドンの教区登

録簿を用いて都市人口の家族復元法分析と移

動・教区教会の地理的境界の変更, 対象人口の変

動の問題を解決する方法を検討している

(Newton 2011b, 2013)。これらは最も新しい家

族復元法分析活用の試みである。上述のような資

料・方法で全国の出生力水準を推計する試みとは

別の角度から出生力の具体的内容に迫る分析が

ある。18 世紀後半から 19 世紀前半に至る産業革

命期の出生力上昇の内容を解明する手掛かりと

して, 産科医による延べ 490 件の症例記録から

出産の実態を分析し, 死産・流産・早産・胎児死 

 

亡・新生児死亡・乳児死亡・妊産婦死亡・産褥熱

死亡をはじめ周産期の母子がこうむるリスクを

回避して上昇する出生力の高さの含意を分析し

たものである(安元 2019, Lloyd 2005)。産科医

症例記録以外にも主要な都市には設置されてい

た産院の記録を収集し, 系統的に分析すること

によってイギリス産業革命期における出生力の

実態に迫ることが期待される(Woods 2009)。  

  

22..  結結婚婚とと家家族族形形成成  
22..11  ママルルササスス,,  ヘヘイイナナルル,,  ケケンンブブリリッッジジ・・ググルル  

ーーププ説説ととそそのの批批判判  
ヨーロッパにおける結婚, 家族・世帯形成が人

口増加率を決定する重要な変数であることに早

くから注目したのはマルサス（Thomas Robert 
Malthus）である。マルサスによれば, 結婚年齢, 

妊娠可能年齢にある女子の有配偶率, あるいは

50 歳までの生涯独身率の変化を通じて出生率や

人口増加率が制御される(Malthus 1798)。人類

学者のマクファーレンがこの点を強調し, 「マル

サス的結婚制度」として, イングランドに関す

る限り人口変動を構成する変数のうち結婚が人

口増加率を決定する重要な変数であったと指摘

している(Macfarlane 1986)。マルサスが人口原

理の分析を進める際に前提していた結婚制度は, 

当時の非ヨーロッパ社会のそれとは違って, 多

かれ少なかれ両性の自由意思に基づいて結婚の

時期と相手を選択し, 夫と妻の立場が比較的平

等な一夫一婦制であったという。当時のヨーロッ

パでは「自然出生力」が支配的であり, 結婚年齢

と妊娠可能年齢にある女性の有配偶率の変化が

出生力や人口増加率を大きく左右していたとさ

れたのである。 

近世・近代のイギリス, あるいは広く北西ヨー

ロッパにおける「マルサス的結婚制度」の存在を

前提として, ヘイナルの「ヨーロッパ型結婚パタ

ーン」（European Marriage Pattern）仮説が登

場した(Hajnal 1965)。イギリスの人口学者・統

計学者・数学者ヘイナルが「大まかにいって, レ

ニングラード（Leningrad）からトリエステ

（Trieste）を結ぶ線から西に位置するヨーロッ

パの全域に「ヨーロッパ型結婚パターン」が広が

っていた」(訳)と述べ，前工業化期の北西ヨーロ

 

ッパにおいては単婚小家族が支配的であったと

主張するまで, 人口学者や歴史家は前工業化社

会における大家族制度（合同・複合家族 = joint 
family、直系家族 = stem family 等）の存在を疑

わず, 単婚小家族制度は近代化の過程で生まれ

たものであると考えていた。更に, ケンブリッ

ジ・グループのラスレットとウォールが住民調査

史料に基づいて算出した 16 世紀から 19 世紀に

至る期間の使用人・奉公人（servants）を含む平

均世帯規模が小規模（平均 4.75 人）であること

を実証した(Laslett and Wall 1972)。その後ハン

メルとともにラスレットがヨーロッパに固有の

家族・世帯の類型を親族関係に基づいて提示して

以来, 前工業化期北西ヨーロッパの家族・世帯制

度が大家族制度ではなかったとする見解が通説

として定着した(Hammel and Laslett 1974)。 

ヘイナルはその後自説を展開し, 前工業化時

代には 2 種類の世帯形成システムがあり, 1 つは

フィンランドを除くスカンディナヴィア諸国・イ

ギリス・低地地方・ドイツ語圏・北フランスに支

配的な北西ヨーロッパ型であり, 他はそれ以外

の地域に見られるものであるとした。使用人・奉

公人を含む単婚小家族世帯の形成に共通の特徴

は, 男女ともに晩婚（男子の平均初婚年齢は 26
歳，女子のそれは 23 歳を超える）であることで

ある。この類型では, 結婚後に両親から別居した

夫婦が世帯の経済的維持に責任を持ち, 夫が世

帯主となる。多くの場合, 彼らは結婚以前に他の

世帯に使用人・奉公人として入り, 結婚のための

資金を蓄える(Kussmaul 1990)。 

他の地域に見られる世帯形成システム（例えば,

互いに親族関係にある複数の夫婦からなる合

同・複合世帯）の特徴は早婚であり, 男子は平均

26 歳以下, 女子は 21 歳以下で結婚する。新婚夫

婦は生計に責任を持つことが少なく, 上位世代

の夫婦が家計の責任を持つ世帯, あるいは寡

婦・寡夫等, 上位世代の人々（無配偶）が世帯主

である世帯の一員となる。通常は新婚の妻が夫の

世帯に入るのである。複数の数世代の夫婦からな

る世帯はいずれ分家して別の世帯を形成するが,

その場合でも新たに形成された世帯は, 多くの

場合, 複数の夫婦単位からなる合同・複合家族で

ある(Hajnal 1982)。ヘイナルは, 単婚小家族形

態は少なくとも 1500 年以降に支配的になったと

している。結婚年齢の高さと皆婚（universal 
marriage）の欠如を特徴とする「ヨーロッパ型

結婚パターン」の定式化は, 結婚と経済発展に関

する理論的説明に重要な影響を与えた。結婚年齢

の高さ, 短距離人口移動, 新婚夫婦が自身の家

計の責任を負うとする仮説は, イギリス社会を

理解するための重要な意味を含んでいた。更に, 

拡大家族あるいは血縁関係が相対的に弱かった

という事実は, 前工業化期イギリス社会の個

人・集団の性格に焦点を当てることになった

(Kitson 2016)。 

ヘイナル, ケンブリッジ・グループを中心に提

唱されてきたヨーロッパ近代家族の固有性に関

する仮説に対しては, 現実妥当性や類型の論理

的整合性に関して, 家族社会学者・人類学者・歴

史家・歴史人口学者からする批判が相次いだ。人

類学者のグーディ (1983, 1996） ,スキナー 

(1997）, あるいはヨーロッパにおける家族制度

を絶対核家族（Nucléaire absolu）・平等主義核

家族（Nucléaire égalitaire）・直系家族（La 
famille Souche ） ・ 共 同 体 核 家 族

（Communautaire）に分類し直したトッド

(1990)の批判は中でも注目すべきものである。 

トッドはその後, 新著『家族システムの起源』

において, 特定時点の固定的な類型ではなく, 

家族制度の歴史的可変性を強調した。ヨーロッパ

の基本的家族形態である単婚小家族形態は例外

的に近代まで生き残ったのであり, その社会

的・経済的な含意について強く主張している。新

著では, 家族形態の発展サイクル, 内発性と導

入形態, 相続, 複合世帯における父方居住･母方

居住・双居居住の別（近接世帯間の関係）を考慮

し, この問題に関する従来の仮説よりもはるか

に複雑な家族制度の解明に迫っている(Todd 
2011)。大部の人口統計を収録した『ヨーロッパ

の人口 1850～1945 年』の編者の１人もヨーロ

ッパにおける生涯独身率と結婚年齢の組み合わ

せの時間的・地域的偏差は複雑であり, ヘイナル

仮説はあくまでも近世･近代のヨーロッパと非ヨ

ーロッパ地域における家族・結婚形態に関するご

く大まかな類型と考えるべきであるとしている

(Flora, et al. 2002)。 

「マルサス的結婚制度」とそこから派生する出

生･人口再生産および死亡に関する影響力の強い

諸仮説に対する最も厳しい批判と修正は, ヨー

ロッパとアジアの歴史人口学者によって 1994 年

に設立された「ユーラシア人口･家族史研究プロ

ジェクト」（Eurasia Population and Family 
History Project, EAP）が現在までに公刊した研

究成果に見ることができる。このプロジェクトが

目指すのは, 従来の仮説が定式化したヨーロッ

パとアジアにおける結婚形態・世帯形成システ

ム・家族制度に関する以下のような単純な 2 分法

を再検討することである。すなわち, 晩婚／早婚, 

高い生涯独身率／皆婚, 結婚後における独立世

帯の形成／両親世帯との共住, 個人の意思決定

による結婚／共同体関係の優先, 女子および子

供の相対的自立／強力な父権, あるいは結婚を
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媒介として物質的資源と人口とのバランスを達

成し, 相対的に高い生活水準を享受するシステ

ム／早婚・皆婚の結果生じる高い結婚出生力を死

亡率の変動を通じて調整することによって資源

と人口とのバランスを実現し, 低い生活水準に

留まらざるを得ないシステム, という 2 項対立

的類型化である(Lundh and Kurosu 2014a)。 

「ユーラシア・プロジェクト」において課題達

成のために採用された史料と方法は次のような

ものである。長期間継続して情報が入手可能な特

定の地域という観察単位から算出される人口学

的・社会経済的諸指標に, 世帯内の諸事情, 例え

ば兄弟姉妹・両親・同居親族および子供の生死を

はじめ, 個人および家族に生起した出来事とい

う変数を加えたイベント・ヒストリー分析を適用

し, それぞれの変数が人口学的行動に与える影

響を分析する方法である。このプロジェクトによ

る成果のうち, 例えばヨーロッパ・アジアともに

物質的諸条件が男子の結婚性向に大きな影響を

与えるという傾向は一部通説を裏づけるもので

ある(Bengtsson, et al. 2014)。また, 観察単位の

社会経済的階層・世帯構成・地域の経済的および

人口学的な状況がヨーロッパ, アジアを問わず, 

初婚･再婚の機会に影響を及ぼしていたことが明

ら か に さ れ た (Lundh and Kurosu 2014b, 
Kurosu, et al. 2014)。 

しかし, その他多くの変数が従来の仮説を必

ずしも支持していない。ユーラシア大陸に位置す

るヨーロッパとアジアとの間に結婚という人口

行動において相違と同一性が併存し, それぞれ

の内部にも偏差が存在していたという事実発見

は重要である。史料的制約のためにイギリスの事

例は含まれていないが, 前近代における結婚行

動に関してマルサス, ヘイナル, ケンブリッ

ジ・グループ等が定式化した仮説をある点では覆

す画期的な試みである。初婚・再婚の時期,有配

偶率, 生涯独身率を決定する変数のうちヨーロ

ッパとアジアに共通する説明力の強い変数は何

か, あるいは地域内および地域間の相違を探る

この試みの結果, 前近代における結婚という人

口学的行動様式について新たな知見が加わった

のである。 

他方, 最近における上述の批判的見解に対し

て, ヨーロッパ型結婚パターンとヘイナル仮説

が歴史人口学研究に与えた影響をケンブリッ

ジ・グループのリグリーが肯定的に回顧している

（Wrigley 2014）。オーストリアの中世史家ミッ

テラウアーもイギリスを含めたヨーロッパ家族

の中世以来の固有性という年来の主張を強調し

ている（Mitterauer 2010）。家族形態, 家族規模

に関する最近の研究の 1 例を挙げておこう。イン

グランドとウェールズにおける 19世末期から 20
世紀初頭のセンサスを主要な史料として, 農村

教区・地方都市・ロンドンを含む 13 の地域を対

象に家族規模の変化を追った研究は, 結婚形態, 

出生力と乳幼児死亡率によって決定される家族

規模の変遷を社会階級・都市化と環境というパラ

メーターを導入して分析している(Garret et al. 
2001)。また, 1851 年から 1871 年までの 3 回の

センサス個票（調査員転写冊子）を用いて静態統

計から初婚年齢を推計する静態平均初婚年齢

(SMAM)を算出し, 製鉄工業都市における経済

変動と晩婚化・出生力低下, 世帯形成と人口再生

産の変化を追った最近の成果がある (安元 
2019)。 

産業革命期イギリス労働者階級の家族構成, 

家族と労働市場については, ハンフリーズが

600 余の自伝・その他の記録を用いて詳しく分析

している（Humphries 2010）。社会階層・地域

による家族構成の偏差の意味を解明する糸口と

なるかもしれない。産業革命の舞台の 1 つとなっ

たランカシャー (Lancashire)のプレストン

（Preston）に関するアンダソンの研究は, 前世

紀後半の成果ではあるが, 社会学的方法を用い

て工業都市の社会的結合の実態, 親族の占める

位置を 1851 年センサスの調査員転写冊子を史料

として詳細に分析したものである。彼の研究は都

市の共住集団における親族同居の意味, 定着世

帯と流入世帯の親族共住の比較等,ヴィクトリア

朝初期の都市形成と家族に関するその後の研究

の出発点となった（Anderson 1971）。 

 

22..22  近近世世・・近近代代イイギギリリススのの結結婚婚  

史料の性格による制約のために, イギリスの

場合, イベント・ヒストリー分析を用いて個人・

家族に生起した人口学的変化が与える影響を推

計しながら前工業化期の結婚行動を考察するこ

とはできない。従って, 結婚性向に関する情報は, 

例えば日本のそれと比較すると平板にならざる

を得ない。イギリスにおける結婚性向に関してま

ず指摘しておかなければならないのは, いわゆ

る「ヨーロッパ型結婚パターン」を持つとされた

他のヨーロッパ諸国と同様に, 男女ともに初婚

年齢がアジア・その他の地域よりもかなり高かっ

たという事実である。少なくとも 19 世紀前半に

至るまで, 男性は 26～28 歳で結婚し, 女性も

18 世紀前半以降にかなり大幅な初婚年齢の低下

を経験するまで 26 歳前後にならなければ結婚し

なかった(Wrigley, et al. 1997)。 

18 世紀半ば以降の初婚年齢の急激な低下（男

女平均で 3 歳低下）の原因については, 経済的環

境の変化をはじめとして種々考えられるが, 今

 

後の研究の進展を待たなければならない。年齢別

の再婚までの期間（月数）や扶養子供数別の再婚

までの期間等については, 次のような情報を得

ることができる。1580～1837 年を通じて, 寡夫

の再婚までの期間は平均 29.0 月, 寡婦の場合は

43.7 月であり, ともに時期が新しくなるにつれ

て期間の延長が顕著である。年齢別に寡夫・寡婦

の再婚までの期間を見ると, 寡夫の場合には配

偶者を失った年齢による差はほとんどない。他方, 

寡婦の場合には高齢で寡婦になった女性ほど早

く再婚する傾向がみられる。全期間を通じて, 30
歳以下(平均 49.4 か月), 30～39 歳(44.1 月), 40
～49 歳(39.5 月), 50 歳以上(22.2 月)である。10
歳以下の扶養子供数別に再婚までの月数を見る

と, 寡夫の場合にはほとんど差はないが, 扶養

子供数が少なくなるほど再婚までの期間が短く

なるという傾向が寡婦でははっきりとしている。

扶養子供数が同じ場合, 年齢の高い寡婦ほど再

婚までの期間が短くなるという傾向がある

(Wrigley, et al. 1997)。 

有配偶率については生涯独身率(イングランド

の場合 40～44 歳,その他の地域については 45～
49 歳の年齢階層の人口に占める未婚者の割合)

を見てみよう。17 世紀を通じて独身率(男女）は

20%以上の高い水準を維持し, 18 世紀中に 7～
8%に低下した後, 19 世紀前半に再び上昇して

10%強となっている。少なくともイングランドに

関する限り, 17～18 世紀を通じて, 平均して

15% 近くの男女が結婚を経験せず生涯を終えた

ことになる(Wrigley and Schofield 1981)。他方,

東ヨーロッパの独身率を見ると, 45～49 歳の年

齢階層中, 未婚者は男性 7.9%, 女性 2.7% と極

めて低く, 北西ヨーロッパにおける同時代の独

身率の 40%(男性), 18%（女性）に過ぎない。同

じ時期のヨーロッパ以外の地域の独身率は区々

であるが, 1920～1950 年代のアジア, アフリカ

の幾つかの地域のそれを見る限り, 同じ年齢階

層の独身率は平均して男性 3.7%, 女性 2.1%であ

る。1900 年前後の東ヨーロッパのそれに近いも

のであったことがわかる(Hajnal 1965)。 

結婚年齢と生涯独身率がともに高い北西ヨー

ロッパの結婚形態については, 結婚外の出生（非

嫡出子率・婚外子率）が問題となる。1750 年以

前のイングランドの非嫡出子率は 2.6%, スカン

ディナヴィア諸国＝3.8%, フランス＝2.9%,ド
イツ語圏＝2.5%, スペイン＝5.4%である。1740
～90 年では, イングランド＝4.3%, スカンデ

ィナヴィア諸国＝2.5%, フランス＝4.1%, ド

イツ語圏＝3.9%, スペイン＝5.1%である。マル

サスが活躍した 1780～1820 年においては,イン

グランド＝5.9%, スカンディナヴィア諸国＝

6.8%, フランス＝4.7%, ドイツ語圏＝11.9%, 
スペイン＝6.5%である(Flinn 1981, Wrigley, et 
al. 1997, Livi Bacci 2000)。1780～1820 年のド

イツ語圏を除いて 7%以下である。これらの地域

においては結婚外の出生がそれほど大きな意味

を持つことはなかった。イングランドについては, 

平均初婚年齢と非嫡出子率は逆の相関を示し, 

結婚年齢が高い時期には非嫡出子率は低く, 結

婚年齢が低下した時期には逆に非嫡出子率は上

昇している(Laslett and Oosterveen 1973)。 
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33..11  国国内内人人口口移移動動  

イギリスにおける人口移動研究の「古典学派」

ともいうべきレイヴェンシュタイン (1885, 
1889)・レッドフォード(1964)・ケアンクロス

(1949, 1953）の後を受けて 1960 年代以降に進

められた近代イギリスの国内人口移動研究は, 

新たな史料の発掘と分析手法の精緻化,対象地域

の拡大といった点で以前の状況を一変させるほ

どのものであった(Lee 2006, Grigg 1977)。この

うち, 特に近世ロンドンへの人口流入を対象と

したフィンレーの分析は優れたものである。流入

する徒弟・奉公人出身地の地理的分布, 流入人

口がロンドン人口の年齢別・性別構成に与えた影

響, 16 世紀後半におけるヨーロッパ大陸からの

宗教的亡命者の大量流入, 16 世紀末期から 17
世紀初頭における感染症による超過死亡との関

係をはじめとして, 首都ロンドンの人口移動に

関する研究課題が網羅されている(Finlay 1981)。
その他, 国内人口移動研究の新しい試みとして, 

10 年ごとに実施されたセンサスのうち, 詳し

い個人の属性を記録した 1851 年以降のセンサス

調査員転写冊子の名寄せから人口移動(流入・流

出・定着)を復元した分析がある(安元  2009, 
Yasumoto 2011)。 

1960 年代以降前世紀末までの国内人口移動研

究については既に別の機会に整理しておいた(安

元 2019)。また, 前世紀末に相次いで刊行され

た以下の 3 つの独創的な人口移動研究について

も解説した(安元 2019)。信頼できる個人の生活

史（居住記録）を可能な限り多数収集し, 移動歴

（居住地変更歴）を復元したプーリー・ターンバ

ル(1998)(4), 救貧史料・その他多くの第一次史料

を用いてスコットランド高地ゲール語（Gaelic）
地域から低地（Lowlands）諸都市への人口移動

に伴う文化変容の過程を分析したウィザーズ

(1998)(5), アイルランドからイングランド国内

および海外への人口離散（Diaspora）を経済的・

社会的・政治的・宗教的・文化的な多様性, 自己

確認・帰属意識の形成過程, 受け入れ地への適応
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媒介として物質的資源と人口とのバランスを達
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的類型化である(Lundh and Kurosu 2014a)。 
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はじめ, 個人および家族に生起した出来事とい

う変数を加えたイベント・ヒストリー分析を適用

し, それぞれの変数が人口学的行動に与える影
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（Wrigley 2014）。オーストリアの中世史家ミッ

テラウアーもイギリスを含めたヨーロッパ家族

の中世以来の固有性という年来の主張を強調し

ている（Mitterauer 2010）。家族形態, 家族規模
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2001)。また, 1851 年から 1871 年までの 3 回の

センサス個票（調査員転写冊子）を用いて静態統

計から初婚年齢を推計する静態平均初婚年齢

(SMAM)を算出し, 製鉄工業都市における経済

変動と晩婚化・出生力低下, 世帯形成と人口再生
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として詳細に分析したものである。彼の研究は都

市の共住集団における親族同居の意味, 定着世

帯と流入世帯の親族共住の比較等,ヴィクトリア

朝初期の都市形成と家族に関するその後の研究

の出発点となった（Anderson 1971）。 
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口がロンドン人口の年齢別・性別構成に与えた影

響, 16 世紀後半におけるヨーロッパ大陸からの

宗教的亡命者の大量流入, 16 世紀末期から 17
世紀初頭における感染症による超過死亡との関

係をはじめとして, 首都ロンドンの人口移動に

関する研究課題が網羅されている(Finlay 1981)。
その他, 国内人口移動研究の新しい試みとして, 

10 年ごとに実施されたセンサスのうち, 詳し

い個人の属性を記録した 1851 年以降のセンサス

調査員転写冊子の名寄せから人口移動(流入・流

出・定着)を復元した分析がある(安元  2009, 
Yasumoto 2011)。 

1960 年代以降前世紀末までの国内人口移動研

究については既に別の機会に整理しておいた(安

元 2019)。また, 前世紀末に相次いで刊行され

た以下の 3 つの独創的な人口移動研究について

も解説した(安元 2019)。信頼できる個人の生活

史（居住記録）を可能な限り多数収集し, 移動歴

（居住地変更歴）を復元したプーリー・ターンバ

ル(1998)(4), 救貧史料・その他多くの第一次史料

を用いてスコットランド高地ゲール語（Gaelic）
地域から低地（Lowlands）諸都市への人口移動

に伴う文化変容の過程を分析したウィザーズ

(1998)(5), アイルランドからイングランド国内

および海外への人口離散（Diaspora）を経済的・

社会的・政治的・宗教的・文化的な多様性, 自己

確認・帰属意識の形成過程, 受け入れ地への適応
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をはじめ多方面から明らかにしたマクレイルド

(2000)編纂の論文集(6)である。これら 3 著書の

詳細は解説に譲るとして, 次に国際人口移動（流

出・流入）に関する最近の研究成果と課題につい

て見ておきたい。  

 

33..22  国国際際人人口口移移動動  

基本的な公式記録はもとよりその他の豊富な

史料分析に基づく 19 世紀の移民研究としては, 

ベインズの著作が今なお標準的な文献である。ベ

インズは,『成熟経済時代における人口移動』の

中で 19 世紀後半におけるイングランド・ウェー

ルズからの約 225 万人に上るヨーロッパ外への

移民について, 次のように結論している。この時

期に移民の約半数が母国に帰還していたという

事態は, ヨーロッパの他の場所では見られなか

った。移民の出身地は, 多くの場合, 大小の都市

であり, 農村出身者は3分の1を占めるに過ぎな

かった(Baines 1985)。1880 年代に最盛期を迎え

た海外移住は, 国内移動とは動機・社会階層にお

いて異なっていた。移動の型は連鎖移動であり, 

先発移住者からの豊富な情報が流出を決定する

重要な契機であった。移民の供給源はロンドン・

西部ミッドランド地域(West Midlands)・南部ウ

ェールズ(Wales)・ランカシャーであり, 1890
年代のアメリカ合衆国・カナダ･オーストラリア

における経済的機会の拡大が彼らを引き付ける

主要な要因であったとしている(Baine 1985)。 

最近の海外移民に関しては, 帝国形成という

文脈で世界各地に流出したイングランド出身者

だけでなく, それに劣らず帝国形成に寄与した

スコットランド・ウェールズ・アイルランド出身

者の 1600 年以降の足跡を追ったリチャーズの研

究がある(Richards 2004)。また, 1834 年改正救

貧法の下で, イングランド東南部ノーフォーク

州(Norfolk)の貧しい人々の北米への移民を取り

扱ったハウウェルズの論稿は特定地域からの集

団移民の実態を知る上で重要な文献である

(Howells 2000)。他方, 海外からイギリスへ流

入した人口に関する研究は出移民研究に比べる

と多いとはいえない。1980 年代から活発になっ

たイギリスへの流入人口研究の中でも, 移民が

伝統的・保守的な社会に同化していく過程で生じ

る差別・偏見・よそ者嫌悪感情と民族意識の問題

を終始追究しているパナイの一連の業績はこの

分野における包括的な研究である(Panayi 1994, 
1995, 2010)。特に、『英国への移民史』は, アフ

リカ・アジア・アイルランド・ユダヤ人のイギリ

ス社会への流入が, 文化の諸側面, 例えば食慣

習・芸術・衣裳・スポーツの分野に与え続けた影

響について総合的に分析した大部の著作である

(Panayi 2010)。 

近世・近代におけるイギリスへの人口流入を国

内の歴史人口学的・経済史的動向, ヨーロッパ大

陸からの宗教的亡命者に対する対応, 人口増加

あるいは減少の是非を論じた「人口論争」との関

連, 移民政策をめぐる政党間の対立, 外国人を

受け入れる側の心理的な葛藤の分析を通じて明

らかにした注目すべき著作としてスタットのそ

れがある(Statt 1995)。19 世紀中期以降, 海外

からの移民を受け入れたイギリスの地域社会が

どのような変貌を遂げたかを分析したタビリの

分析も見落とすことができない(Tabili 2011)。こ
の著書は, イングランド北東部の工業・漁業都市, 

サウス・シールズ(South Shields)へのヨーロッ

パ諸国および植民地からの人口流入が住民社会

に与えた多様な影響を分析したものである。イギ

リスの海外移民分析とは異なった, 受け入れ側

としてのイギリス社会の変容を追った興味深い

研究である。また, 18 世紀中葉から 1921 年まで

の期間にマンチェスター（Manchester）へ流入

したアイルランド人の抵抗・適応・同化の過程を

追った研究として, バスティードの著作がある

(Busteed 2015)。 

最近における国際人口移動研究の注目すべき

傾向は, 労働力の需給関係を重視する従来の経

済的解釈を超えて, 文明史を視野に入れた世界

規模における人口移動研究への分析枠組みの転

換である(Eltis 2002)。ヨーロッパからの移民が

活発に行われるようになったのは 16・17 世紀, 

特に 17 世紀以降であり, その多くは植民地への

人口移動であった。19 世紀および 20 世紀初頭に

おけるヨーロッパの国境を越える労働力移動と

海外への移民および 20 世紀以降の他地域からヨ

ーロッパへの人口流入と移民政策の動向を追っ

た最近の成果のうち重要なものは, ドイツにお

ける人口移動史研究に指導的役割を果たしてい

るバーデよる『ヨーロッパの形成』シリーズの 1
篇である。この著書には 19 世紀および 20 世紀

初頭における各国の国内人口移動と国境を越え

る人口移動, 更に海外への移民に関する優れた

研究史の整理がある(Bade 2003)。 

近世以降における強制（奴隷・囚人・受刑者・

年季奉公人・契約労働者）, 任意（到着地におい

て他人のために働く義務を負わない移民）を含む

あらゆる種類の世界規模の人口移動に関する最

近の研究動向を展望したルカッセン(2010)によ

れば, 世界規模の人口移動研究を 2008 年以降大

きく前進させた要因として次のようなものが考

えられる。第 1 は近年におけるグローバル・ヒス

トリーの隆盛である。この要因は従来支配的であ

った西欧中心主義的歴史観の転換をもたらし, 

 

大西洋のみならずインド洋と太平洋周辺地域へ

の関心と比較人口移動史研究への刺激となった。 

最近における人口移動史研究の進展に寄与し

た第 2 の契機はジェンダー研究の展開である。ル

カッセンによれば, 男性と女性の移動パターン

の相違と世帯という微視的な視点からする性に

よる役割分担, 世帯内に留まる者と離れる者と

の関係をジェンダー研究が明らかにしたことが

大きな役割を果たした。特に, 世界規模における

歴史的分析がこうした傾向に拍車をかけたので

ある。最後に, 労働移動に関するグローバル・ヒ

ストリーの進展である。この潮流は, 市民・政治

的な強制による移動・労働力の調達に対する国家

や社会構造の影響を分析するための国家を超え

た地球規模の分析視角と比較分析を導入し, 従

来の研究枠組みを大きく変化させたのである。 

この転換は新たな分析手法の導入と時間枠の

変化を促す。人類学はもとより遺伝子学・発生

学・化学・生物学・地球化学・気候学・歴史言語

学・考古学の成果も積極的に導入すべきであると

いうのである。ルカッセンによれば, 移民・移動

の概念, 時間的な広がり, 分析に用いる史料に

関する従来の観念の転換が急務であるという。こ

うした潮流は, 従来支配的であった「自由」か「非

自由」かという人口移動分析における 2 分法から

の脱却に資するところが大きかった(Lucassen, 
et al. 2010)。エルティスが述べるように, ほぼ

すべての移動は任意と強制という側面を持って

いたのである（Eltis 2002）。 

移動に関する分析視角の転換を強く主張する

ヘーダーも国内における短距離移動であれ海外

移民であれ, 地理的な距離は相対的なものであ

るとしている(Hoerder 2002)。ヘーダーは, 人

口移動, 特に移民をシステムとしてとらえ, 階

級・性・民族性を考慮しつつ分析しなければなら

ないと主張する。彼によれば, 1970 年代までの

移動研究には多くの限界があった。移動を都市化

と工業化の局面にのみ限定する傾向, 流出と流

入を分断して考えがちであること,大西洋を渡る

ヨーロッパからの移民, 特にアメリカへの移動

を過度に重視してきたこと, 移動研究における

女性の役割の無視, 非白人の移動を軽視してき

たこと, 強制された移動（アフリカからの男女の

奴隷）と「自由」な移動(南北アメリカへの白人

の移民)との分離, 世界の大部分の社会は基本的

に移動とは相容れない定着的な社会であると考

えていたこと等である。こうした彼の考え方は,

生誕から今日に至るまでの人類の長期にわたる

文明史の枠組みの中に人口移動を位置づけよう

とする大胆な問題提起である(Harzig, et al. 
2009)。 

44..  死死亡亡  
44..11  乳乳幼幼児児死死亡亡・・成成人人死死亡亡とと平平均均余余命命  

人口諸指標のうち地域差が相対的に顕著な死

亡については, 前世紀末に刊行されたものでは

あるが, 疾病と死亡を地理学的観点から考察し, 

自然環境・気象との関わりを分析したドブソンに

よる包括的な研究を挙げておかなければならな

い(Dobson 1997)。他方, イギリス全域を対象と

する 18・19 世紀の総合的な死亡率の動向につい

ては, 現在までのところ, ケンブリッジ・グルー

プの推計値が最も信頼度が高い。粗死亡率は, イ

ングランドとウェールズにおいては 18 世紀 80
年代初頭の 27.9‰から低下し始め, 1796 年には

26.7‰, 1806 年には 24.7‰, 1831 年には 22.0‰ 
に低下している(Wrigley and Schofield 1981)。
他方, 乳児・幼児・成人死亡率はそれぞれ独自の

動きを示している。 

母乳哺育の慣習によって, もともと低水準に

あったイギリスの乳児死亡率は, 1725～49 年の

207.4‰（男子）, 172.3‰（女子）から 1750～
74 年の 172.9‰（男子）, 151.8‰（女子）へ, 更

に 1775～99 年の 165.9‰（男子）, 146.0‰（女

子）, 1800～24 年の 146.4‰（男子）, 124.5‰
（女子）へと着実に低下し続けている(Wrigley, 
et al. 1997)。他のヨーロッパ諸国のそれと比較

すると, 1580 年から 1837 年までのイングラン

ドの乳児死亡率は 146.4‰（男子）, 136.3‰（女

子）から 207.4‰（男子）, 182.7‰（女子）の

範囲内にあった(Wrigley, et al. 1997)。18 世紀

後半の他のヨーロッパ諸国, フランス（273‰）・

スウェーデン（200‰）・デンマーク（191‰）・

ロシア（モスクワ）（334‰）のそれと比べるとか

なり低い(Livi Bacchi 2000)。逆に男女合計の成

人死亡率は, 18 世紀の 80・90 年代には上昇して

いる。例えば, 25～29 歳の 1750～59 年におけ

る死亡率は 39.0‰であったが, 1790～99 年には

72.8‰, 30～34 歳では 48.2‰から 59.8‰へ上昇

している(Wrigley, et al. 1997)。  

この結果, 合成された死亡率の指標である出

生時平均余命は, 1766 年の 36.2 歳（男女合計）

から1771年の39.1歳へ大幅な延長を経験したが, 

以後 19 世紀初年に 40 歳を超えるまで目立った

変化を示していない。自然増加率は, 18 世紀 80
年代初頭の 7.04‰から 80年代中期の 11.66‰ へ
大幅な増加を経験した後, 1821 年（16.49‰）ま

で上昇し続けた(Wrigley and Schofield, 1981, 
Wrigley, et al. 1997)。18 世紀末期から 19 世紀

初頭までの総人口の増加は, 出生率の増加によ

って相当程度説明されるであろう。しかし, 死亡

率は出生力や結婚性向と違って, 地理的・社会経

済的諸条件, 人口規模, 都市化の進展度, 局地
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をはじめ多方面から明らかにしたマクレイルド

(2000)編纂の論文集(6)である。これら 3 著書の

詳細は解説に譲るとして, 次に国際人口移動（流

出・流入）に関する最近の研究成果と課題につい

て見ておきたい。  
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基本的な公式記録はもとよりその他の豊富な

史料分析に基づく 19 世紀の移民研究としては, 

ベインズの著作が今なお標準的な文献である。ベ

インズは,『成熟経済時代における人口移動』の

中で 19 世紀後半におけるイングランド・ウェー

ルズからの約 225 万人に上るヨーロッパ外への

移民について, 次のように結論している。この時

期に移民の約半数が母国に帰還していたという

事態は, ヨーロッパの他の場所では見られなか

った。移民の出身地は, 多くの場合, 大小の都市

であり, 農村出身者は3分の1を占めるに過ぎな

かった(Baines 1985)。1880 年代に最盛期を迎え

た海外移住は, 国内移動とは動機・社会階層にお

いて異なっていた。移動の型は連鎖移動であり, 

先発移住者からの豊富な情報が流出を決定する

重要な契機であった。移民の供給源はロンドン・

西部ミッドランド地域(West Midlands)・南部ウ

ェールズ(Wales)・ランカシャーであり, 1890
年代のアメリカ合衆国・カナダ･オーストラリア

における経済的機会の拡大が彼らを引き付ける

主要な要因であったとしている(Baine 1985)。 

最近の海外移民に関しては, 帝国形成という

文脈で世界各地に流出したイングランド出身者

だけでなく, それに劣らず帝国形成に寄与した

スコットランド・ウェールズ・アイルランド出身

者の 1600 年以降の足跡を追ったリチャーズの研

究がある(Richards 2004)。また, 1834 年改正救

貧法の下で, イングランド東南部ノーフォーク

州(Norfolk)の貧しい人々の北米への移民を取り

扱ったハウウェルズの論稿は特定地域からの集

団移民の実態を知る上で重要な文献である

(Howells 2000)。他方, 海外からイギリスへ流

入した人口に関する研究は出移民研究に比べる

と多いとはいえない。1980 年代から活発になっ

たイギリスへの流入人口研究の中でも, 移民が

伝統的・保守的な社会に同化していく過程で生じ

る差別・偏見・よそ者嫌悪感情と民族意識の問題

を終始追究しているパナイの一連の業績はこの

分野における包括的な研究である(Panayi 1994, 
1995, 2010)。特に、『英国への移民史』は, アフ

リカ・アジア・アイルランド・ユダヤ人のイギリ

ス社会への流入が, 文化の諸側面, 例えば食慣

習・芸術・衣裳・スポーツの分野に与え続けた影

響について総合的に分析した大部の著作である

(Panayi 2010)。 

近世・近代におけるイギリスへの人口流入を国

内の歴史人口学的・経済史的動向, ヨーロッパ大

陸からの宗教的亡命者に対する対応, 人口増加

あるいは減少の是非を論じた「人口論争」との関

連, 移民政策をめぐる政党間の対立, 外国人を

受け入れる側の心理的な葛藤の分析を通じて明

らかにした注目すべき著作としてスタットのそ

れがある(Statt 1995)。19 世紀中期以降, 海外

からの移民を受け入れたイギリスの地域社会が

どのような変貌を遂げたかを分析したタビリの

分析も見落とすことができない(Tabili 2011)。こ
の著書は, イングランド北東部の工業・漁業都市, 

サウス・シールズ(South Shields)へのヨーロッ

パ諸国および植民地からの人口流入が住民社会

に与えた多様な影響を分析したものである。イギ

リスの海外移民分析とは異なった, 受け入れ側

としてのイギリス社会の変容を追った興味深い

研究である。また, 18 世紀中葉から 1921 年まで

の期間にマンチェスター（Manchester）へ流入

したアイルランド人の抵抗・適応・同化の過程を

追った研究として, バスティードの著作がある

(Busteed 2015)。 

最近における国際人口移動研究の注目すべき

傾向は, 労働力の需給関係を重視する従来の経

済的解釈を超えて, 文明史を視野に入れた世界

規模における人口移動研究への分析枠組みの転

換である(Eltis 2002)。ヨーロッパからの移民が

活発に行われるようになったのは 16・17 世紀, 

特に 17 世紀以降であり, その多くは植民地への

人口移動であった。19 世紀および 20 世紀初頭に

おけるヨーロッパの国境を越える労働力移動と

海外への移民および 20 世紀以降の他地域からヨ

ーロッパへの人口流入と移民政策の動向を追っ

た最近の成果のうち重要なものは, ドイツにお

ける人口移動史研究に指導的役割を果たしてい

るバーデよる『ヨーロッパの形成』シリーズの 1
篇である。この著書には 19 世紀および 20 世紀

初頭における各国の国内人口移動と国境を越え

る人口移動, 更に海外への移民に関する優れた

研究史の整理がある(Bade 2003)。 

近世以降における強制（奴隷・囚人・受刑者・

年季奉公人・契約労働者）, 任意（到着地におい

て他人のために働く義務を負わない移民）を含む

あらゆる種類の世界規模の人口移動に関する最

近の研究動向を展望したルカッセン(2010)によ

れば, 世界規模の人口移動研究を 2008 年以降大

きく前進させた要因として次のようなものが考

えられる。第 1 は近年におけるグローバル・ヒス

トリーの隆盛である。この要因は従来支配的であ

った西欧中心主義的歴史観の転換をもたらし, 

 

大西洋のみならずインド洋と太平洋周辺地域へ

の関心と比較人口移動史研究への刺激となった。 

最近における人口移動史研究の進展に寄与し

た第 2 の契機はジェンダー研究の展開である。ル

カッセンによれば, 男性と女性の移動パターン

の相違と世帯という微視的な視点からする性に

よる役割分担, 世帯内に留まる者と離れる者と

の関係をジェンダー研究が明らかにしたことが

大きな役割を果たした。特に, 世界規模における

歴史的分析がこうした傾向に拍車をかけたので

ある。最後に, 労働移動に関するグローバル・ヒ

ストリーの進展である。この潮流は, 市民・政治

的な強制による移動・労働力の調達に対する国家

や社会構造の影響を分析するための国家を超え

た地球規模の分析視角と比較分析を導入し, 従

来の研究枠組みを大きく変化させたのである。 

この転換は新たな分析手法の導入と時間枠の

変化を促す。人類学はもとより遺伝子学・発生

学・化学・生物学・地球化学・気候学・歴史言語

学・考古学の成果も積極的に導入すべきであると

いうのである。ルカッセンによれば, 移民・移動

の概念, 時間的な広がり, 分析に用いる史料に

関する従来の観念の転換が急務であるという。こ

うした潮流は, 従来支配的であった「自由」か「非

自由」かという人口移動分析における 2 分法から

の脱却に資するところが大きかった(Lucassen, 
et al. 2010)。エルティスが述べるように, ほぼ

すべての移動は任意と強制という側面を持って

いたのである（Eltis 2002）。 

移動に関する分析視角の転換を強く主張する

ヘーダーも国内における短距離移動であれ海外

移民であれ, 地理的な距離は相対的なものであ

るとしている(Hoerder 2002)。ヘーダーは, 人

口移動, 特に移民をシステムとしてとらえ, 階

級・性・民族性を考慮しつつ分析しなければなら

ないと主張する。彼によれば, 1970 年代までの

移動研究には多くの限界があった。移動を都市化

と工業化の局面にのみ限定する傾向, 流出と流

入を分断して考えがちであること,大西洋を渡る

ヨーロッパからの移民, 特にアメリカへの移動

を過度に重視してきたこと, 移動研究における

女性の役割の無視, 非白人の移動を軽視してき

たこと, 強制された移動（アフリカからの男女の

奴隷）と「自由」な移動(南北アメリカへの白人

の移民)との分離, 世界の大部分の社会は基本的

に移動とは相容れない定着的な社会であると考

えていたこと等である。こうした彼の考え方は,

生誕から今日に至るまでの人類の長期にわたる

文明史の枠組みの中に人口移動を位置づけよう

とする大胆な問題提起である(Harzig, et al. 
2009)。 

44..  死死亡亡  
44..11  乳乳幼幼児児死死亡亡・・成成人人死死亡亡とと平平均均余余命命  

人口諸指標のうち地域差が相対的に顕著な死

亡については, 前世紀末に刊行されたものでは

あるが, 疾病と死亡を地理学的観点から考察し, 

自然環境・気象との関わりを分析したドブソンに

よる包括的な研究を挙げておかなければならな

い(Dobson 1997)。他方, イギリス全域を対象と

する 18・19 世紀の総合的な死亡率の動向につい

ては, 現在までのところ, ケンブリッジ・グルー

プの推計値が最も信頼度が高い。粗死亡率は, イ

ングランドとウェールズにおいては 18 世紀 80
年代初頭の 27.9‰から低下し始め, 1796 年には

26.7‰, 1806 年には 24.7‰, 1831 年には 22.0‰ 
に低下している(Wrigley and Schofield 1981)。
他方, 乳児・幼児・成人死亡率はそれぞれ独自の

動きを示している。 

母乳哺育の慣習によって, もともと低水準に

あったイギリスの乳児死亡率は, 1725～49 年の

207.4‰（男子）, 172.3‰（女子）から 1750～
74 年の 172.9‰（男子）, 151.8‰（女子）へ, 更

に 1775～99 年の 165.9‰（男子）, 146.0‰（女

子）, 1800～24 年の 146.4‰（男子）, 124.5‰
（女子）へと着実に低下し続けている(Wrigley, 
et al. 1997)。他のヨーロッパ諸国のそれと比較

すると, 1580 年から 1837 年までのイングラン

ドの乳児死亡率は 146.4‰（男子）, 136.3‰（女

子）から 207.4‰（男子）, 182.7‰（女子）の

範囲内にあった(Wrigley, et al. 1997)。18 世紀

後半の他のヨーロッパ諸国, フランス（273‰）・

スウェーデン（200‰）・デンマーク（191‰）・

ロシア（モスクワ）（334‰）のそれと比べるとか

なり低い(Livi Bacchi 2000)。逆に男女合計の成

人死亡率は, 18 世紀の 80・90 年代には上昇して

いる。例えば, 25～29 歳の 1750～59 年におけ

る死亡率は 39.0‰であったが, 1790～99 年には

72.8‰, 30～34 歳では 48.2‰から 59.8‰へ上昇

している(Wrigley, et al. 1997)。  

この結果, 合成された死亡率の指標である出

生時平均余命は, 1766 年の 36.2 歳（男女合計）

から1771年の39.1歳へ大幅な延長を経験したが, 

以後 19 世紀初年に 40 歳を超えるまで目立った

変化を示していない。自然増加率は, 18 世紀 80
年代初頭の 7.04‰から 80年代中期の 11.66‰ へ
大幅な増加を経験した後, 1821 年（16.49‰）ま

で上昇し続けた(Wrigley and Schofield, 1981, 
Wrigley, et al. 1997)。18 世紀末期から 19 世紀

初頭までの総人口の増加は, 出生率の増加によ

って相当程度説明されるであろう。しかし, 死亡

率は出生力や結婚性向と違って, 地理的・社会経

済的諸条件, 人口規模, 都市化の進展度, 局地
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的な感染症の流行をはじめとする環境要因の影

響を受けやすく, イギリス全体の俯瞰図を描く

ことは容易ではない。    

死亡率に関する最近の研究成果のうち注目す

べきものとして, 出生と死亡の両側面に関わる

「胎児死亡」のウッズによる研究を挙げておかな

ければならない。この著書は, 出産と胎児死亡に

関する最も新しい総合的な研究である。先進工業

国と発展途上国における乳児死亡率・死産率・妊

産婦死亡率・産褥期死亡の歴史的な趨勢の比較は, 

従来の歴史人口学においては未開拓の分野であ

った。この著書には医学史とも深く関わる 17 世

紀以降におけるイギリスの助産術と胎児死亡に

関する興味深い分析も含まれている（Woods 
2009）。その他、最近の死亡率研究のうち, 出産

に関わる嬰児と母親の死亡を分析した以下の著

書が重要である。助産師の症例記録の解題と「長

い 18 世紀」における助産技術・妊産婦死亡率・

死産・胎児死亡・男性助産師出現の医学史的な意

味についての詳しい分析である。この著書には

1550～2000 年の長期にわたる妊産婦死亡率の時

系列変化, 乳児死亡率との関連, 死産率, 症例

記録に関する叙述がある。18 世紀に登場した新

しい産科医療技術の発展が患者に与えた影響を

症例記録の分析を通じて明らかにしようとした

ものである(Woods and Galley 2014)。 

  

44..22  都都市市化化とと死死亡亡率率    

都市の死亡率に関しては, 前世紀末の成果で

はあるが, 近世・近代における首都ロンドンの死

亡を教区登録簿・死亡表（bills of mortality）か

ら復元したフィンレーの卓越したモノグラフが

ある。彼は良質な教区登録簿に恵まれているロン

ドンの 4 教区に家族復元法分析を適用して 1570
～1653 年における生命表を算出し, プリンスト

ン・モデル生命表を用いて各教区の出生時平均余

命・乳児死亡率等を推計した結果を公表している。

貧しい教区と比較的富裕な住民からなる教区に

おける生命表に有意な相違が検出されている

(Finlay 1978)。17 世紀後半から 19 世紀初頭に

おけるロンドンの死亡率については, 正確な年

齢を記載したクェーカー教徒の埋葬簿, その他

の住民については死亡表等から推計したランダ

ーズの著書を挙げておきたい(Landers 1993)。   

19 世紀後半以降におけるイギリスの都市化が

死亡率に与えた影響については, スレターおよ

びムーニーによるロンドンおよび大小地方都市

の出生時平均余命の総合的研究がある(Szreter 
2005, Mooney 1994)。人口に与える都市化の影

響については, 出生力（合計特殊出生率）と幼児

死亡率との相関を含めて, 1837 年以降の身分登

録本署長官年次報告書を史料として, イングラ

ンド・ウェールズ全域および地域別の結婚・家族

制限・死亡の動態統計, 特に都市化の人口学的含

意を分析した包括的なウッズの分析がある

(Woods 2000)。19 世紀前半におけるイングラン

ドの都市化と死亡率の動向に注目し, 感染症, 

特に猩紅熱の流行の分析から都市化と環境破壊, 

感染症毒性の変化を議論したダヴェンポートの

最近における成果にも注目しておきたい

(Davenport 2015, 2020)。尚, 主として 19 世紀

以降における飢饉と死亡の諸局面に関するアイ

ルランド・インド・フィンランド・アフリカ・ロ

シア・ギリシャ・日本の国際比較も最近における

死亡率研究を充実させている(Alter, et al. 2000, 
Dyson, et al. 2002, Lynch 2000, Reher, et al. 
2000, Schofield 2000)。また, 人間開発指数

（Human Development Index）を用いて, 経済

指数のみならず, 教育・その他の指数を採り入れ

た近代ヨーロッパ・アメリカ・アジア・ラテンア

メリカの人口転換と都市化の関係に迫る試みが

ある(Davenport R.J. and Saito, O., 2021)。 

 

おおわわりりにに  
歴史人口学は学際的研究の一つの典型として, 

現在、社会史・経済史・医学史・家族史・子供と

老齢者の歴史研究に多大な影響を与え続けてい

る。人口現象は, 自然環境・疾病・技術水準・経

済発展・医療, あるいは思想・宗教・価値体系・

法・慣習・土地所有・家族形態・相続制度等の文

化的・社会的・経済的・政治的諸要因との間で複

雑な相互関係を結びつつその総体的結果として

われわれの前に姿を現わしている。 

同時期のアジアと比べた場合, ヨーロッパ, 

とりわけイギリスの人口は地域間の偏差が相対

的に少ない同質的なシステムの下にあった。また, 

同じく 18 世紀・19 世紀に人口増加を経験したと

はいえ, ロシアやアイルランドとイングランド, 

スウェーデンにはそれぞれ固有の人口システム

が存在していた。前者が高死亡率, 結婚年齢の低

さと有配偶率の高さ, 高出生率という特質を持

つ「高圧型人口システム」の下で人口増加を経験

したのに対して, 後者は低死亡率, 結婚年齢の

相対的な高さと有配偶率の低さ, 低出生率によ

って特徴づけられる「低圧型人口システム」の下

で 人 口 は 増 加 し た の で あ る (Wrigley and 
Schofield, 1981)。 

他国に先駆けて産業革命を経験したイギリス

において, 18 世紀後半から 19 前半にかけて, 人

口とその他の諸要因との間にどのような相互作

用が存在し, 最初の工業国家を誕生させたのか。

出生力・死亡率・人口規模・人口増加率・年齢構

 

成・部門別労働力分布・移動性向等の固有性は労

働市場・労働力率・労働生産性・賃金・技術に如

何なる影響を与えて人口と物質的資源との好ま

しい循環をもたらしたのか, 他分野の成果と突

き合わせることによって, より確実な歴史像を

構築することができるであろう。 

イギリスにおける都市人口をめぐる諸問題, 

特に 19 世紀 30 年代以降の都市化の急速な進展

が人口変動にどのような影を落としたのかを精

緻に分析することも必要であろう。都市の死亡率

と出生力, 人口移動, 公衆衛生問題をはじめと

して, 特定の環境の下で生活する人々の一生を

復元する試みに取り組まなければならない。 

本稿執筆中の 2022 年 2 月 25 日にケンブリッ

ジ・グループのリグリー教授が逝去された。文字

通り、ヨーロッパ歴史人口学を牽引された傑出し

た研究者であった。謹んでご冥福を祈る。 
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的な感染症の流行をはじめとする環境要因の影

響を受けやすく, イギリス全体の俯瞰図を描く

ことは容易ではない。    

死亡率に関する最近の研究成果のうち注目す

べきものとして, 出生と死亡の両側面に関わる

「胎児死亡」のウッズによる研究を挙げておかな

ければならない。この著書は, 出産と胎児死亡に

関する最も新しい総合的な研究である。先進工業

国と発展途上国における乳児死亡率・死産率・妊

産婦死亡率・産褥期死亡の歴史的な趨勢の比較は, 

従来の歴史人口学においては未開拓の分野であ

った。この著書には医学史とも深く関わる 17 世

紀以降におけるイギリスの助産術と胎児死亡に

関する興味深い分析も含まれている（Woods 
2009）。その他、最近の死亡率研究のうち, 出産

に関わる嬰児と母親の死亡を分析した以下の著

書が重要である。助産師の症例記録の解題と「長

い 18 世紀」における助産技術・妊産婦死亡率・

死産・胎児死亡・男性助産師出現の医学史的な意

味についての詳しい分析である。この著書には

1550～2000 年の長期にわたる妊産婦死亡率の時

系列変化, 乳児死亡率との関連, 死産率, 症例

記録に関する叙述がある。18 世紀に登場した新

しい産科医療技術の発展が患者に与えた影響を

症例記録の分析を通じて明らかにしようとした

ものである(Woods and Galley 2014)。 

  

44..22  都都市市化化とと死死亡亡率率    

都市の死亡率に関しては, 前世紀末の成果で

はあるが, 近世・近代における首都ロンドンの死

亡を教区登録簿・死亡表（bills of mortality）か

ら復元したフィンレーの卓越したモノグラフが

ある。彼は良質な教区登録簿に恵まれているロン

ドンの 4 教区に家族復元法分析を適用して 1570
～1653 年における生命表を算出し, プリンスト

ン・モデル生命表を用いて各教区の出生時平均余

命・乳児死亡率等を推計した結果を公表している。

貧しい教区と比較的富裕な住民からなる教区に

おける生命表に有意な相違が検出されている

(Finlay 1978)。17 世紀後半から 19 世紀初頭に

おけるロンドンの死亡率については, 正確な年

齢を記載したクェーカー教徒の埋葬簿, その他

の住民については死亡表等から推計したランダ

ーズの著書を挙げておきたい(Landers 1993)。   

19 世紀後半以降におけるイギリスの都市化が

死亡率に与えた影響については, スレターおよ

びムーニーによるロンドンおよび大小地方都市

の出生時平均余命の総合的研究がある(Szreter 
2005, Mooney 1994)。人口に与える都市化の影

響については, 出生力（合計特殊出生率）と幼児

死亡率との相関を含めて, 1837 年以降の身分登

録本署長官年次報告書を史料として, イングラ

ンド・ウェールズ全域および地域別の結婚・家族

制限・死亡の動態統計, 特に都市化の人口学的含

意を分析した包括的なウッズの分析がある

(Woods 2000)。19 世紀前半におけるイングラン

ドの都市化と死亡率の動向に注目し, 感染症, 

特に猩紅熱の流行の分析から都市化と環境破壊, 

感染症毒性の変化を議論したダヴェンポートの

最近における成果にも注目しておきたい

(Davenport 2015, 2020)。尚, 主として 19 世紀

以降における飢饉と死亡の諸局面に関するアイ

ルランド・インド・フィンランド・アフリカ・ロ

シア・ギリシャ・日本の国際比較も最近における

死亡率研究を充実させている(Alter, et al. 2000, 
Dyson, et al. 2002, Lynch 2000, Reher, et al. 
2000, Schofield 2000)。また, 人間開発指数

（Human Development Index）を用いて, 経済

指数のみならず, 教育・その他の指数を採り入れ

た近代ヨーロッパ・アメリカ・アジア・ラテンア

メリカの人口転換と都市化の関係に迫る試みが

ある(Davenport R.J. and Saito, O., 2021)。 

 

おおわわりりにに  
歴史人口学は学際的研究の一つの典型として, 

現在、社会史・経済史・医学史・家族史・子供と

老齢者の歴史研究に多大な影響を与え続けてい

る。人口現象は, 自然環境・疾病・技術水準・経

済発展・医療, あるいは思想・宗教・価値体系・

法・慣習・土地所有・家族形態・相続制度等の文

化的・社会的・経済的・政治的諸要因との間で複

雑な相互関係を結びつつその総体的結果として

われわれの前に姿を現わしている。 

同時期のアジアと比べた場合, ヨーロッパ, 

とりわけイギリスの人口は地域間の偏差が相対

的に少ない同質的なシステムの下にあった。また, 

同じく 18 世紀・19 世紀に人口増加を経験したと

はいえ, ロシアやアイルランドとイングランド, 

スウェーデンにはそれぞれ固有の人口システム

が存在していた。前者が高死亡率, 結婚年齢の低

さと有配偶率の高さ, 高出生率という特質を持

つ「高圧型人口システム」の下で人口増加を経験

したのに対して, 後者は低死亡率, 結婚年齢の

相対的な高さと有配偶率の低さ, 低出生率によ

って特徴づけられる「低圧型人口システム」の下

で 人 口 は 増 加 し た の で あ る (Wrigley and 
Schofield, 1981)。 

他国に先駆けて産業革命を経験したイギリス

において, 18 世紀後半から 19 前半にかけて, 人

口とその他の諸要因との間にどのような相互作

用が存在し, 最初の工業国家を誕生させたのか。

出生力・死亡率・人口規模・人口増加率・年齢構

 

成・部門別労働力分布・移動性向等の固有性は労

働市場・労働力率・労働生産性・賃金・技術に如

何なる影響を与えて人口と物質的資源との好ま

しい循環をもたらしたのか, 他分野の成果と突

き合わせることによって, より確実な歴史像を

構築することができるであろう。 

イギリスにおける都市人口をめぐる諸問題, 

特に 19 世紀 30 年代以降の都市化の急速な進展

が人口変動にどのような影を落としたのかを精

緻に分析することも必要であろう。都市の死亡率

と出生力, 人口移動, 公衆衛生問題をはじめと

して, 特定の環境の下で生活する人々の一生を

復元する試みに取り組まなければならない。 

本稿執筆中の 2022 年 2 月 25 日にケンブリッ

ジ・グループのリグリー教授が逝去された。文字

通り、ヨーロッパ歴史人口学を牽引された傑出し

た研究者であった。謹んでご冥福を祈る。 
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第第 2255章章  ヨヨーーロロッッパパににおおけけるる地地域域とと人人口口とと家家族族（（ドドイイツツ語語圏圏））  
  

村山 聡（香川大学） 
 

［［要要旨旨］］  

ドイツ語圏に含まれるのは，通常，現在の国家単位で言えば，ドイツ連邦共和国，オーストリア共

和国，スイス連邦およびベルギー王国の一部などである。ただし，本章では現在の国家単位だけでな

く，なんらかの形でドイツと関連がある近年の学術論文を対象にする。 
具体的には， The History of the Family掲載論文について，ドイツ（Germany）で検索した場合
に抽出された総数 331本の論文を対象としている。そこにはドイツ以外の地域を対象とする論文も含
まれる。同雑誌は 1996年から刊行されており，初刊から現在までの全期間を対象とし，特に 2001
年から 2020年にかけて，歴史人口学，家族史研究および地域研究の動向を探ることを課題とする。 

 
キキーーワワーードド  ドイツ語圏，ヨーロッパ，歴史人口学，家族史，人口システム，地域研究  

 
 
ははじじめめにに  
ドイツの歴史人口学グループの秋の大会が

2016 年 10月 28日から 29日にかけて開催され
た （ https://www.hsozkult.de/event/id/event-
81151 閲覧確認日： 2022年 4月 15日）。 
その時の大会タイトル「ドイツの歴史人口学の
終焉——あるいは学際分野の新たな場所」（Das 
Ende der Historischen Demographie in Deut-
schland? — oder : Neue Orte der Interdiszipli-
narität）が衝撃的である。ミュンスター大学で，
後にも少し触れるウルリッヒ・プフィスター
（Urlich Pfister）が主導する学科に属していた
ゲオルク・フェルティッヒ（Georg Fertig）が，
2009 年にハレ大学歴史学科の教授に就任し，そ
の後しばらくして開催した，このグループの最後
の大会であった。この歴史人口学グループの記録
（https://blogs.urz.uni-halle.de/demografie/ 閲
覧確認日： 2022年 4月 15日）は，2017年で更
新されなくなり，記録としてサーバーに残ってい
るだけになった。 
この歴史人口学グループは，ドイツ人口学会
（Deutsche Gesellschaft für Demographie）の
一員であったが，この時点でその一員ではなくな
った。日本人口学会では元々このようなグループ
分けはないかもしれないが，歴史人口学者のグル
ープがその学会にはないことを意味する。それは
後継者が十分に育たなかったということである
が，フェルティッヒが当時の大会の文章で問題に
しているのは，ドイツの社会史や文化史の領域に
おいて，歴史人口学的研究が十分に積極的な役割
を果たせていなかったことを挙げている。なお，
現在のドイツ人口学会のグループ編成は，人口政
策，人口学的方法，人口と社会の発展，出生率と
家族，移民・統合・世界人口，死亡率・罹患率・
高齢化そして都市と地域となっている。 

物語的歴史学の領域が圧倒的な勢力を有する
ドイツの史学界において，歴史人口学はその地歩
を十分に固めることができなかったという残念
な結果であった。この歴史人口学グループが立ち
上がったのは，アルトゥーア・E・イムホフ
（Arthur E. Imhof）そしてヴァルター・G・リョ
ーデル（Walter G. Rödel）の功績であり，1970
年代のことであった。その後，とりわけ 1984年
から 1985年にかけて，歴史人口学的地域研究の
洗練されたモノグラフが登場する。リーツェン，
トリアー，北海沿岸地域，マインツ，オッペンハ
イムなどの研究であった。都市や小都市，一定の
地域単位など様々な地域研究がオーソドックス
な教区簿冊を使った家族復元法の適用された研
究であった。イムホフの先駆的な業績からこの時
点まで，歴史人口学的地域研究はその橋頭堡を築
いたかのようにも思われた。しかし，多くが博士
論文であったこれらの研究の研究者は大学の定
職に就くことができなかった。 
これらの博士論文等の意義について，30 年以
上前の 1990年に『三田学会雑誌』で紹介したこ
とがある。速水融の還暦記念論文集『徳川社会か
らの展望―発展・構造・国際関係―』（同文舘，
1989 年）の一部の論文を取り上げた筆者の書評
論文に近世近代数量経済史・歴史人口学者の斎藤
修そして現代社会史家の矢野久が応答をしてい
る。筆者は，それらの歴史人口学的地域研究を踏
まえて地域社会構造史を提唱していたのである
が，そこで斎藤・矢野の両者から提出された論点
は，まさに今回の研究動向サーベイの対象期間の
問題の論点が先取りされていた。 
ただ，その時点では想定していなかった大きな
変化がある。ベルリンの壁が崩壊し，東西ドイツ
が統一され，ソビエト連邦が解体し，多くの中欧・
東欧諸国が独立した。この歴史的な変化は，その
後の歴史人口学研究特に家族史研究のあり方を
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